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ノムラ⽇本株戦略ファンド 
＜愛称＞ Big Project-N 

運用報告書(全体版) 
 

第46期（決算日2023年３月20日） 
 

作成対象期間（2022年９月21日～2023年３月20日） 

受益者のみなさまへ 

平素は格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し上げます。 
当作成対象期間の運用状況等についてご報告申し上げます。 
今後とも一層のお引立てを賜りますよう、お願い申し上げます。 
 

●当ファンドの仕組みは次の通りです｡ 
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式 
信 託 期 間 2000年２月２日から無期限です。 

運 用 方 針 

わが国の株式を実質的な主要投資対象とし、中長期的にわが国株式市場全体のパフォーマンスを上回る投資成果を目指して、積極的な
運用を行なうことを基本とします。 
株式への投資にあたっては、投資対象銘柄を「大中型バリュー」、「大中型グロース」、「小型ブレンド」の３つに区分し、それぞれの投
資スタイルに応じた専門の運用チームが個別投資銘柄の選定、投資比率の決定等を行ないます。 
また、各スタイル運用チームへの資産配分については運用総責任者を中心とする社内エコノミスト、アナリスト等から構成される当
ファンド専用の「投資政策委員会」が、投資環境見通し等の定性的判断に加え、リスク管理等の定量的判断も参考にして、適宜変更す
ることを基本とします。株式の実質的な組み入れにあたっては、フルインベストメントを基本とします。 

主な投資対象 
ノムラ日本株戦略ファンド わが国の株式およびノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド受益証券を主要投資対象とします。 
ノムラ日本株戦略ファンド 

マザーファンド 
わが国の株式を主要投資対象とします。 

主な投資制限 
ノムラ日本株戦略ファンド 株式への実質投資割合には制限を設けません。 
ノムラ日本株戦略ファンド 

マザーファンド 
株式への投資割合には制限を設けません。 

分 配 方 針 
年２回の毎決算時に、繰越分を含めた利子・配当収入と売買益等から基準価額水準等を勘案して分配します。留保益の運用については、
元本部分と同一の運用を行ないます。 
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○ 近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 ベ ン チ マ ー ク 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 
(東証株価指数) 

期 中 
騰 落 率 

 円 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

42期(2021年３月22日) 12,781 100 23.4 1,990.18 21.0 97.3 2.0 54,895 

43期(2021年９月21日) 13,297 200 5.6 2,064.55 3.7 97.1 1.4 55,041 

44期(2022年３月22日) 11,821 50 △10.7 1,933.74 △ 6.3 96.5 1.3 48,286 

45期(2022年９月20日) 11,773 100 0.4 1,947.27 0.7 96.4 1.3 46,081 

46期(2023年３月20日) 11,601 100 △ 0.6 1,929.30 △ 0.9 97.5 1.3 44,782 
 
＊基準価額の騰落率は分配金込み。 

＊当ファンドはマザーファンドを組み入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 

＊株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 ベ ン チ マ ー ク 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率  騰 落 率 

Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 
(東証株価指数) 

騰 落 率 

(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ 

2022年９月20日 11,773 － 1,947.27 － 96.4 1.3 

９月末 11,203 △4.8 1,835.94 △5.7 95.3 1.7 

10月末 11,763 △0.1 1,929.43 △0.9 95.7 1.7 

11月末 12,179 3.4 1,985.57 2.0 95.8 1.7 

12月末 11,476 △2.5 1,891.71 △2.9 96.6 1.5 

2023年１月末 11,959 1.6 1,975.27 1.4 96.7 1.5 

２月末 12,089 2.7 1,993.28 2.4 96.0 1.5 

(期  末)       

2023年３月20日 11,701 △0.6 1,929.30 △0.9 97.5 1.3 
 
＊期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。 

＊当ファンドはマザーファンドを組み入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 

＊株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 
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◎運用経過 

○期中の基準価額等の推移 
 

  

  
（注） 分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー

マンスを示すものです。作成期首（2022年９月20日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。 
（注） 分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異な

ります。したがって、個々のお客様の損益の状況を示すものではありません。 
（注） ベンチマークは、TOPIX（東証株価指数）です。ベンチマークは、作成期首（2022年９月20日）の値が基準価額と同一となるように計

算しております。 
（注） 上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。 

 

○基準価額の主な変動要因 

＊基準価額は0.6％の下落 

基準価額は、期首11,773円から期末11,701円（分配金込み）となりました。 
 

・局面①（期首～2023年１月上旬） 

（上昇） 米国の経済指標が市場予想を下回り金融引き締めへの懸念が和らいだことや、１米ド
ル150円を超えた円安米ドル高による輸出企業の収益改善期待が高まったこと。10月の
訪日外国人数の大幅増加が報じられ、インバウンド（訪日外国人）消費関連銘柄が好
感されたこと。 

（下落） 米国の11月製造業景況指数が節目である50を割り込み、世界景気後退への懸念が高
まったこと。また、2022年12月の日銀の金融政策決定会合において10年国債利回りの
許容変動幅拡大など金融緩和策の一部修正が決定されたことや、それに伴い円高米ド
ル安に動いたこと。   
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・局面②（2023年１月中旬～期末） 

（上昇） 2023年１月の日銀の金融政策決定会合において金融緩和策が維持されたことや、FRB

（米連邦準備制度理事会）による利上げ停止の可能性が高まったこと。 

（上昇） 日銀新総裁の植田和男氏の所信聴取で政策調整が喫緊に迫っているとの印象を与えな

かったことを受けて再度円安が進行したこと。 

（下落） 米国において一部の銀行が経営破綻したことの影響を受けて、銀行株を中心にリスク

オフの動きが広がり、株式市場が世界的に下落したこと。 

 

○投資環境 

（１） 地域差はありつつも世界的に製造業の経済活動は悪化が進行した一方、サービス業をは

じめとする個人消費の分野においては根強い需要が経済指標から確認されています。

も早く経済活動の悪化が深刻化した中国では、2023年より新型コロナウイルスの感染抑

制方針を転換し、経済活動の再開が進みつつあります。一方、米国では生産活動がよう

やくマイナス成長となる兆しを見せ始めるなど、コロナ禍以降で地域ごとの景気サイク

ルに違いが見られています。 

 

（２） 製造業では一部の品目を除いて過剰となった在庫を削減する必要性に迫られており、特

にコロナ禍において恩恵が大きかったパソコンや中国の景気悪化が大きく影響したス

マートフォン、それらに関連する電子部品において過剰在庫が生じました。一方、経済

活動の再開に伴い世界的に旅行客が増加していることなども影響して、サービス業に対

する需要は世界的に強い回復となりました。このような消費需要に加えて、人手不足を

背景とする堅調な雇用環境なども需要の後押しとなり、物価上昇ペースの高止まりが起

きていると考えられます。 

 

（３） 世界的にインフレ率が高止まりする中、各国の中央銀行は強い金融引き締め姿勢を維持

しています。米国において一部の銀行が破綻するなど金融引き締めによる悪影響が顕在

化しつつも、経済活動全体として明確な需要抑制効果は確認されていません。日本にお

いても明確な物価上昇の傾向が確認され、日銀は12月の政策決定会合において長期金利

上昇を抑制するためのイールドカーブ・コントロール（長短金利操作）における金利上

限の引き上げを行ないました。 

 

（４） 国内主要企業の2022年度上期の経常増益率（野村證券調べ、以下同じ）は円安進行の恩

恵が大きかった製造業や、素材価格の高騰が追い風となった商社の増益などが影響して

プラスを維持しました。また、小売業に見られるような国内経済の回復も前年度から継

続して確認できる内容となりました。国内主要企業全体では2022年度下期においても増

益継続が予想されているものの、円安反転による揺り戻しが製造業の下方修正の要因と
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なることや、自動車生産の回復が滞っていることから、増益幅は小幅に留まる想定となっ

ています。 

 

（５） 当期の日本株スタイル指数騰落率は、Russell/Nomura Large Cap Growth インデックスが

－0.0％、Russell/Nomura Large Cap Value インデックスが－1.3％、Russell/Nomura Small 

Cap インデックスが－1.5％となりました。 

 

 
 

○当ファンドのポートフォリオ 

［ノムラ日本株戦略ファンド］ 

主要投資対象の［ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド］受益証券を高水準に組み入

れることを基本としました。期を通じて100％近い組み入れを維持し、期末の実質的な株式組

入比率（株価指数先物買建てを含む）は98.7％としました。 

 

［ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド］ 

≪ファンド全体≫ 

【株式組入比率】 

・運用の基本方針に基づき高水準（フルインベストメント）を維持し、期末には98.9％（株価

指数先物買建てを含む）としました。 

 

【投資スタイル配分】 

・当ファンドは大中型バリュー、大中型グロース、小型ブレンドの異なる３つの投資スタイル

を組み合わせて運用します。（マルチ・スタイル運用） 

・異なる３つの投資スタイル別にそれぞれの専門チームが運用します。（マルチ・マネージャー

運用） 

・ファンド専用の投資政策委員会が各投資スタイルへの資産配分を適宜決定します。（スタイ

ル・アロケーション） 

・期首は大中型バリュー29.0％、大中型グロース53.0％、小型ブレンド14.6％の配分比率としま

した。世界的に製造業の景況感が低下している一方、根強い需要を背景にインフレ率が高止

まりしており、強い金融引き締め姿勢を各国の中央銀行が維持していることなどから景気に

対する見通しを引き下げました。当運用期間を通して大中型グロースの比率を引き下げ、小

型ブレンドの比率を引き上げました。期末は大中型バリュー30.9％、大中型グロース47.3％、

小型ブレンド19.4％としました。 
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【業種配分・銘柄数】 

・中長期的な半導体需要の増大を背景とした利益成長が期待される電気機器や、堅調な業績を

背景に中期的な株主還元強化が期待される銀行業の業種比率を引き上げました。一方で、成

長分野であるヘルスケア事業の利益拡大が踊り場となっている銘柄を売却した化学や、新型

コロナウイルス関連スポット案件の剥落に伴う業績停滞が懸念されるサービス業などの比

率を引き下げました。 

・期末の株式の投資銘柄数は92銘柄（期首233銘柄）、上位10銘柄の合計の純資産比率は33.7％

（期首24.8％）です。より高い超過収益の獲得を目指すため、スタイル別運用における各ポー

トフォリオにおいて銘柄数の絞り込みを行ないました。 

 

≪投資スタイル別≫ 

【大中型バリュー運用チーム】 

・株価の割安性による定量評価と個別企業の調査・分析に基づく定性評価を組み合わせて銘柄

の見直しを行なってきました。欧米のインフレ動向やそれに伴う金融政策の変化、国内にお

ける経済活動再開の動きや金融政策の修正など外部環境が大きく急速に変化する中で定性

評価にあたっては収益の信頼性やポテンシャル、財務の健全性を重視してきました。 

・堅調な業績を背景に中期的な株主還元強化が期待される銀行業や資材高の一巡による業績

の改善や株主還元の拡大が中期的に期待される建設業などの比率を引き上げました。一方

で、株価が上昇し割安度合いが低下した情報・通信業や保険業などの比率を引き下げました。

期末の組入銘柄数は21銘柄（期首は52銘柄）としました。 

 

＜投資割合を引き上げた主な業種（東証33業種分類、以下同じ）と銘柄＞ 

銀 行 業：大手地方銀行の一角で中期的に株主還元の拡大が期待される千葉銀行、大手

金融グループの一角で、海外部門の好調な収益寄与や自社株買いなどの株主

還元の強化が期待される三菱UFJフィナンシャル・グループを買い付け。 

建 設 業：資材高の一巡による業績の改善や株主還元の拡大が中期的に期待される鹿

島建設を買い付け。 

 

＜投資割合を引き下げた主な業種と銘柄＞ 

情報・通信業：株価が上昇し割安度合いが低下した日本電信電話を売却。 

保 険 業：株価が上昇し割安度合いが低下した東京海上ホールディングスを売却。 

 

【大中型グロース運用チーム】 

・優れた経営と高い競争力により中長期で高いROE（株主資本利益率）を維持または改善でき

る企業、さらにマクロ環境に左右されず独自の要因で高い売上高成長を達成できる企業へ投

資をしていく方針です。企業を取り巻くマクロ経済環境や業界環境が変化する中で、今後の

中期的な成長性に注目して銘柄の見直しを行ないました。 
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・中長期的な半導体需要の増大を背景とした利益成長が期待される電気機器や高水準の株主

還元に加えて海外事業の成長が期待される保険業などの比率を引き上げました。一方で、売

上高、営業利益ともに過去 高を更新する決算を発表したことで株価が上昇したサービス業

や景気減速の影響で短期的に利益が伸び悩むと判断した精密機器の比率を引き下げました。

期末の組入銘柄数は23銘柄（期首76銘柄）としました。 

 

＜投資割合を引き上げた主な業種と銘柄＞ 

電 気 機 器：短期的には半導体市況調整の影響などから利益は低迷するものの、中長期的

には半導体需要の増大や技術進化が利益成長をけん引すると判断した東京

エレクトロンを買い付け。 

保 険 業：高水準の株主還元に加えて国内における事業構造改革や海外事業の成長に

よって高ROEの実現が可能であると判断したSOMPOホールディングスを買

い付け。 

 

＜投資割合を引き下げた主な業種と銘柄＞ 

サービス業：主力の研修事業が好調に推移し、売上高、営業利益ともに過去 高を更新す

る決算を発表したことで株価が上昇したインソースを売却。 

精 密 機 器：中長期的な利益成長に対する見方は変わらないものの、景気減速の影響によ

り短期的に利益が伸び悩むと判断したHOYAを売却。 

 

【小型ブレンド運用チーム】 

・個々の企業の成長ステージを見極め、 高益の更新が期待できる成長期の銘柄や、業績の回

復が見込まれるリストラ期の銘柄、株主還元の積極的な姿勢が評価できる銘柄へ投資をして

いく方針を継続しました。成長期の銘柄では独自のビジネスモデルにより高い収益性を維持

しながら新市場の創造や市場シェア拡大が見込まれる企業、リストラ期の銘柄では経営体制

や事業ポートフォリオの見直しなどによる企業価値向上が期待できる企業に投資しました。 

・企業の積極的なIT投資やコンサルティング需要の高まりによる成長が見込める情報・通信業、

生活防衛意識や環境意識の高まりで売上増加が期待できる小売業の比率を引き上げました。

一方で、株価上昇により割安度合いが低下した電気機器や、新型コロナウイルス関連スポッ

ト案件の剥落に伴う業績停滞が懸念されるサービス業などの比率を引き下げました。期末の

組入銘柄数は48銘柄（期首は123銘柄）としました。 
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＜投資割合を引き上げた主な業種と銘柄＞ 

情報・通信業：企業の積極的なIT投資によりITコンサルティング事業の収益拡大が期待で

きるフューチャー、コンサルティングとSaaSを組み合わせることで中期的

な成長が見込めるプラスアルファ・コンサルティングを買い付け。 

小 売 業：物価高に対する生活防衛意識の高まりによる客数増で成長が見込まれるセ

リア、環境意識の高まりなどを背景として好調なリユース業態の国内外での

出店による成長が見込めるゲオホールディングスを買い付け。 

 

＜投資割合を引き下げた主な業種と銘柄＞ 

電 気 機 器：車載向け電子部品の伸長により業績は好調に推移しているが、株価上昇によ

り割安度合いが低下したスミダコーポレーション、日本ケミコンを売却。 

サービス 業：新型コロナウイルス関連スポット案件の剥落に伴い当面の業績停滞が懸念

されるベルシステム２４ホールディングス、株価上昇により割安度合いが低

下したディップを売却。 

 

○当ファンドのベンチマークとの差異 

＊ベンチマーク対比では0.3ポイントのプラス 

基準価額の騰落率は－0.6％となり、ベンチ

マークであるTOPIX（東証株価指数）の－0.9％

を0.3ポイント上回りました。 

 

【主な差異要因】 

（プラス要因） 

①ベンチマークに比べて高めの比率としてい

たルネサスエレクトロニクス、キーエンス、

ディスコなどが値上がりしたこと。 

②非保有だったトヨタ自動車がベンチマーク

よりも値下がりしたこと。 

③業種配分においてベンチマークに比べて高

めの比率としていた電気機器が値上がりし

たこと。 

④スタイル配分においてベンチマークに比べ

て低めの比率としていた大中型バリューがベンチマークよりも値下がりしたこと。 
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（マイナス要因） 

①ベンチマークに比べて高めの比率としていた日本M＆Aセンターホールディングス、エムス

リー、カチタスなどがベンチマークよりも値下がりしたこと。 

②業種配分においてベンチマークに比べて高めの比率としていたサービス業がベンチマーク

よりも値下がりしたこと。 

 

 

◎分配金 

（１） 収益分配金につきましては、配当等収益や基準価額水準などを勘案して１万口当たり100

円とさせていただきました。 

（２） 留保益の運用については、特に制限を設けず、元本部分と同一の運用を行ないます。 

 

○分配原資の内訳 

 （単位：円、１万口当たり・税込み） 

項 目 
第46期 

2022年９月21日～ 
2023年３月20日 

当期分配金 100  

(対基準価額比率) 0.855％ 

 当期の収益 －  

 当期の収益以外 100  

翌期繰越分配対象額 4,617   
（注）対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

（注）当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。 
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◎今後の運用方針 

［ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド］ 

＜投資環境＞ 

新型コロナウイルスによる経済活動の停止や、ロシアによるウクライナへの軍事侵攻による

商品市況の乱高下といった不確実要素は徐々に鎮静化を見せつつあります。 後まで厳格な感

染拡大の抑制方針を維持していた中国も緩和に動き、足下では景況感において明確に経済活動

の好転が確認されました。欧米諸国によるロシアへの制裁によってエネルギー価格や電力価格

の高騰が見られましたが、想定以上の暖冬も追い風となり経済活動への悪影響は抑制されたと

言えます。 

コロナ禍に生じた供給網の混乱によって積み増しが進んだ各製造分野の在庫は、一部の領域

でそれらが過剰と認識され、在庫調整と生産縮小が必要な局面を迎えています。世界各国の製

造業では経済環境の悪化が進む一方で、サービス業においては旅行客数の増加といった経済活

動の正常化による恩恵を受けて、堅調な需要が維持されています。 

金融政策において 重要指標と言えるインフレ率については、製造業に関する経済環境の悪

化が財価格の鈍化として表れています。しかし、上に挙げたサービス分野の強い需要を背景と

して、積極的な雇用、価格転嫁などが急速に進んでいるため、現在はサービス価格のインフレ

が市場全体の高いインフレ率の維持を後押しし、インフレ率鈍化の兆しが確認できない状況が

続く可能性が高いと考えられます。 

このような経済環境の下で、2022年度は世界各国の中央銀行が金融引き締めを積極化し、ハ

イペースの利上げを実現しましたが、インフレ環境の鎮静化は鈍いペースでしか確認できてい

ません。一方で、利上げによる副作用は、米国住宅市場や世界各国の製造業におけるビジネス

環境の悪化といった形で表面化し、特に2023年３月には米国の一部銀行で経営破綻が起こるな

ど、様々な領域に波及しています。インフレ鈍化が進まない限り政策金利の引き下げへ転じに

くいと考えられることから、中央銀行は経済悪化を可能な限り許容しつつ、引き締め環境を維

持する可能性が高いと考えます。 

これまでの商品価格の上昇や金利上昇が追い風とみられていた、市況関連銘柄や金融関連銘

柄については、景気悪化に伴う商品価格の下落や金融のシステムリスクが懸念となりつつある

ことから、向かい風が吹きやすい環境であることに注意が必要と言えます。一方で、昨年早い

段階で在庫調整を迎えていたハイテク産業や、中国の経済活動再開の影響が大きい日本国内の

インバウンド事業関連の銘柄は、経済活動悪化の中で粘り腰を見せる可能性が高いと考えられ

ます。 
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＜投資方針＞ 

【投資スタイル配分】 

景気局面判断、金利見通し、スタイル指数間のバリュエーション格差などをふまえ、当面は、
大中型バリューと大中型グロースでは大中型グロースを高い配分比率とし、小型ブレンドはベ
ンチマークより高い比率を維持する方針です。 

 
【大中型バリュー運用チーム】 

株価の割安性による定量評価と個別企業の調査・分析に基づく定性評価を組み合わせて、市
場が見過ごしている価値（バリュー）を発掘し、投資をしていく方針です。 
欧米のインフレ動向やそれに伴う金融政策の変化、国内における経済活動再開の動きや金融

政策の修正など外部環境の変化が企業の収益力・競争力に大きな影響を与えてきており、定性
評価の重要性が更に高まっています。 
特に、保有資産との比較で割安で収益性改善のポテンシャルを持つ企業、強い競争力に支え

られた収益性を背景に株主還元の強化が期待される企業などに注目しています。 
 

【大中型グロース運用チーム】 

国内外の景気変動や国際情勢など外部環境が激しく変動する環境下でも、強い競争力や構造
改革などの自助努力により中期で相対的に高い利益成長を実現できると期待される企業に投
資を行ないます。新型コロナウイルスの悪影響は終息しつつありますが、ロシアによるウクラ
イナへの軍事侵攻が長引いていることや、米国の一部銀行の経営破綻などを受け、世界経済は
もちろんのこと各企業の短中期の利益成長に対する見通しが非常に不透明になっています。そ
のような環境下で当ファンドは外部環境に左右されず、自助努力により利益成長が可能な銘柄
に投資を行ない、引き続き機動的な銘柄の比率調整、入れ替えを実施していく方針です。 

 

【小型ブレンド運用チーム】 

個々の企業の成長ステージを見極め、 高益の更新が期待できる成長期の銘柄や、業績の回
復が見込まれるリストラ期の銘柄、株主還元の積極的な姿勢が評価できる銘柄へ投資をしてい
く方針です。成長期の銘柄ではストック型収益比率が高く景況感に左右されず成長が見込める
企業や独自のビジネスモデルにより高い収益性を維持しながら市場シェア拡大が見込まれる
企業、リストラ期の銘柄では経営体制や事業ポートフォリオの見直しなどによる企業価値向上
が期待できる企業に注目しています。また、外部環境の変化などにより株価が大きく変動する
局面では、銘柄の比率調整や入れ替えを積極的に行なっていく考えです。 

 

［ノムラ日本株戦略ファンド］ 

前述の投資環境認識と投資方針のもと、主要投資対象の［ノムラ日本株戦略ファンド マザー
ファンド］の組み入れを高位に維持して、基準価額の向上に努めます。 

 
今後ともご愛顧賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 
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○１万口当たりの費用明細 (2022年９月21日～2023年３月20日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 122  1.036  (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） ( 58)  (0.488)  ファンドの運用とそれに伴う調査、受託会社への指図、法定書面等の作成、 
基準価額の算出等 

 （ 販 売 会 社 ） ( 60)  (0.507)  購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理 
および事務手続き等 

 （ 受 託 会 社 ） (  5)  (0.041)  ファンドの財産の保管・管理、委託会社からの指図の実行等 

（b） 売 買 委 託 手 数 料 11   0.094   (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
   ※売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

 （ 株  式 ） ( 11)  (0.093)   

 （ 先 物 ・ オ プ シ ョ ン ） (  0)  (0.000)   

（c） そ の 他 費 用 0   0.002   (c)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 監 査 費 用 ） (  0)  (0.002)  監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

 合 計 133   1.132    

期中の平均基準価額は、11,778円です。  

 
＊期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。

＊各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

＊売買委託手数料およびその他費用は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファンドに対応するもの

を含みます。 

＊各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数

第３位未満は四捨五入してあります。 
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（参考情報） 

◯総経費率 

当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価

証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数で

除した総経費率（年率）は2.08％です。 
 

  
（注）当ファンドの費用は１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。 

（注）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券取引税を含みません。 

（注）各比率は、年率換算した値です。 

（注）当ファンドの費用は、マザーファンドが支払った費用を含みます。 

（注）上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。 

 

 

  



品 名：90001_140239_046_02_ノムラ日本株戦略ファンド_958955.docx 

日 時：2023/4/21 13:07:00 

ページ：13 

 

－ 13 － 

ノムラ日本株戦略ファンド

○売買及び取引の状況 (2022年９月21日～2023年３月20日) 

 

銘 柄 
設 定 解 約 

口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円 
ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド 73,433 264,700 476,956 1,768,000 

 
＊単位未満は切り捨て。 

 

○株式売買比率 (2022年９月21日～2023年３月20日) 

 

項 目 
当 期 

ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド 

(a) 期中の株式売買金額 98,445,527千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 62,711,698千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 1.56   
 
＊(b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2022年９月21日～2023年３月20日) 

 

＜ノムラ日本株戦略ファンド＞ 

 該当事項はございません。 

 

＜ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド＞ 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株式 48,776 7,263 14.9 49,669 10,107 20.3 

平均保有割合 70.4%       
 
※平均保有割合とは、マザーファンドの残存口数の合計に対する当該子ファンドのマザーファンド所有口数の割合。 

 

  

親投資信託受益証券の設定、解約状況 

利害関係人との取引状況 
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＜ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド＞ 

種     類 買 付 額 

 百万円 
株式 64 

 
 
 

 

項 目 当 期 
売買委託手数料総額（A） 43,014千円 
うち利害関係人への支払額（B） 8,486千円 

（B）／（A） 19.7％   
 
＊売買委託手数料総額は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファンドに対応するものです。 
 

利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは野村
證券株式会社です。 

 

○組入資産の明細 (2023年３月20日現在) 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド 12,563,239 12,159,716 44,696,687 
 
＊口数・評価額の単位未満は切り捨て。 
 
 

親投資信託における組入資産の明細につきましては、後述の親投資信託の「運用報告書」をご参照ください。 
 

○投資信託財産の構成 (2023年３月20日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド 44,696,687 97.9 

コール・ローン等、その他 961,158 2.1 

投資信託財産総額 45,657,845 100.0 
 
＊金額の単位未満は切り捨て。 

 

  

親投資信託残高 
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ノムラ日本株戦略ファンド

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2023年３月20日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 45,657,845,551   

 コール・ローン等 960,858,042   

 ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド(評価額) 44,696,687,509   

 未収入金 300,000   

(B) 負債 875,400,817   

 未払収益分配金 386,007,120   

 未払解約金 10,002,577   

 未払信託報酬 478,634,828   

 未払利息 618   

 その他未払費用 755,674   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 44,782,444,734   

 元本 38,600,712,098   

 次期繰越損益金 6,181,732,636   

(D) 受益権総口数 38,600,712,098口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 11,601円 
 

（注）期首元本額は 39,142,672,038円、期中追加設定元本額は

290,554,399円、期中一部解約元本額は832,514,339円、１口当た

り純資産額は1.1601円です。 

○損益の状況 (2022年９月21日～2023年３月20日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 △        50,857   

 支払利息 △        50,857   

(B) 有価証券売買損益 202,143,828   

 売買益 227,665,862   

 売買損 △    25,522,034   

(C) 信託報酬等 △   479,390,502   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △   277,297,531   

(E) 前期繰越損益金 11,020,895,495   

(F) 追加信託差損益金 △ 4,175,858,208   

 (配当等相当額) (   1,794,064,669)  

 (売買損益相当額) (△ 5,969,922,877)  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 6,567,739,756   

(H) 収益分配金 △   386,007,120   

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 6,181,732,636   

 追加信託差損益金 △ 4,175,858,208   

 (配当等相当額) (   1,796,450,522)  

 (売買損益相当額) (△ 5,972,308,730)  

 分配準備積立金 16,028,016,708   

 繰越損益金 △ 5,670,425,864   
 
＊損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによる

ものを含みます。 

＊損益の状況の中で(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等

相当額を含めて表示しています。 

＊損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設

定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいい

ます。 

 

（注）分配金の計算過程（2022年９月21日～2023年３月20日）は以下の通りです。 

項 目 
当 期 

2022年９月21日～ 
2023年３月20日 

a. 配当等収益(経費控除後) 0円 

b. 有価証券売買等損益(経費控除後・繰越欠損金補填後) 0円 

c. 信託約款に定める収益調整金 1,796,450,522円 

d. 信託約款に定める分配準備積立金 16,414,023,828円 

e. 分配対象収益(a＋b＋c＋d) 18,210,474,350円 

f. 分配対象収益(１万口当たり) 4,717円 

g. 分配金 386,007,120円 

h. 分配金(１万口当たり) 100円 
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ノムラ日本株戦略ファンド

○分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金（税込み） 100円 
 
※分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合、分配金は全額普通分配金となります。 

※分配前の基準価額が個別元本を上回り、分配後の基準価額が個別元本を下回る場合、分配金は個別元本を上回る部分が普通分配金、下回

る部分が元本払戻金（特別分配金）となります。 

※分配前の基準価額が個別元本と同額または下回る場合、分配金は全額元本払戻金（特別分配金）となります。 

 

○お知らせ 

 該当事項はございません。 
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